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研究成果の概要（和文）：　バスマップは当初、複数の事業者が運行している都市で作成された。この背景に
は、事業者が自社の情報のみを掲載したバス路線図の提供にとどまってきたためである。路線図は、空間表現に
乏しいため、バス停周辺の正確な情報が把握しにくい。バスマップは、地図をベースに作成することで、バス路
線以外の空間情報の提供を目指している。しかし、事業者間の連携が進まないため、バスマップは主に民間団体
が作成していた。バスマップの作成にあたっては一定水準のスキルが必要とされており、これが事業者が独自に
作成しにくい要因となっている。

研究成果の概要（英文）： The bus map was made in the city that operated by the plurality bus 
companies and these issued mainly by the private organizations or NPO. It depends on a reason that 
the bus company makes only a company's route as a bus map. The bus user gives those bus maps a high 
evaluation because the space that the bus map which a private sector made expresses is a high 
quality. In recent years bus companies and the local government focus about the bus map. Therefore 
the change that a bus company and the local government made a bus map started.

研究分野：人文地理学

キーワード： 公共交通　バスマップ　コミュニティバス　観光学

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 環境的に持続可能な社会を目指す「モビリ
ティ・マネジメント」の考えが本研究の背景
にある。モビリティ・マネジメントでは公共
交通の情報提供を重視しているが、なかでも
バスマップは大きく注目されてきた。ここで
言うバスマップとは、従来のバス路線図と異
なり「空間性を重視し、バス以外の情報も掲
載している」点が特徴である。しかしながら、
交通事業者や行政機関では、従来のバス路線
図を発行、ないしはバス路線図自体を作成し
ないなど公共交通の利用者に対する情報の
提供に消極的であった。 
 従来のバス路線図は、模式図が主であり、
空間性は重視されていない。また、停留所の
記載はあってもその周囲にどのような施設
が存在するかについては注意が払われてい
ない。しかし、利用者は目的地までの移動手
段として公共交通を選択しているである。こ
のように、情報の発信者と受信者の間には大
きなギャップがあることが指摘できる。 
 一方、観光やまちづくりにおいて、地域内
の回遊性を高めるためには、公共交通と自転
車や徒歩による移動が望ましいといわれて
いる。これは、環境的に持続可能な社会を目
指していると考えられ、その実現には公共交
通の情報提供が必要であるとともに、モビリ
ティ・マネジメントで蓄積されてきた情報提
供の手法を応用することでその実現が可能
になる。従来は、移動についてはインフラ整
備やサービス水準（運行本数や運賃など）の
向上に重点が置かれてきた。しかし、それら
に関わる情報の提供がなければ利用する機
会を失うと考えられる。そこで、当該地域内
において、利用者にとって望ましいバスマッ
プを含む公共交通の情報提供を検討するこ
とが必要といえる。 
 
２．研究の目的 
 
 以上の背景をふまえて、本研究ではバスマ
ップの作成に関わる特徴に注目した。既存の
バスマップを作成時期によって区分し、初期
において作成されたバスマップはどのよう
な組織がいかなる理由で作成したのか明ら
かにすること、公共交通の情報について、提
供する側と利用する側のギャップが生じる
要因とそれらを埋める手法の検討、必要とさ
れる情報のコンテンツのありかたを明らか
にすることを目的とした。 
バスマップについては作成に関わるボト
ルネックについて作成団体や交通事業者、行
政など複数の視点から検討した。公共交通の
情報提供のあり方については、デジタルとア
ナログの両方の視点から検討した。また、空
間性の乏しい模式図を中心としたバス路線
図と地図空間をベースに公共交通の路線や
目的地の情報を記載しているバスマップの
違いを常に事業者や行政機関に提示しなが

ら上記の目的を達成する。 
 
３．研究の方法 
 
バスマップについては、初期に作成された
バスマップの多くが市民団体やNPOによるも
のであった点をふまえ、それら団体が作成す
る公共交通マップやバスマップと当該都市
の公共交通の状況に注目し、両者の関係を明
らかにする。それによって、利用者が求める
公共交通の情報についての手がかりとなる。
また、バスマップ以外の公共交通の情報（時
刻表や接近表示、乗り換え情報等）に注目し、
その提供のされ方について複数の都市なら
びに事業者の状況を調査した。これについて
は、公共交通の情報を事前情報（目的地を訪
問する行動を実施する前に調べる情報）と事
中情報（目的地を訪問する行動を実施してい
る最中に調べる情報）に区分して検討した。 
一方、交通事業者や行政機関が提供する公
共交通に関わる情報について、組織の体制や
方針等について検討した。それによって、情
報提供のギャップやボトルネックを明らか
にできる。 
 
４．研究成果 
 
初期において作成されたバスマップの多
くは、複数のバス事業者が運行している都市
で作成され、その主体は民間団体や NPO など
であった。その理由として、事業者が公共交
通の情報を提供する際には、自社の情報に限
定されてきたことがあげられる。これは、運
行エリアが分担されている地域でも競合し
ている地域でも同様である。日本の交通事業
は独立採算制が基本であるため、事業者が自
社の運行エリアの集客を重視し、事業者間の
協調による公共交通全体の需要の創出にま
で自社の人員や資金等のリソースを振り分
ける余裕や必要がないためである。そのため、
情報提供にストレスを感じた民間団体や NPO
がそれら情報をまとめ、提供せざるを得なか
ったのである。 
しかし、公共交通の利用者にとっては、鉄
道とバスを区分して情報を提供するよりも
一括で情報が明らかにされることを望んで
いる。また、事業者によってそれぞれ情報を
調べることは大きなストレスである。すなわ
ち、事業者はバスや鉄道は運行主体が異なれ
ば別の事業者と認識しているが、利用者にと
っては事業者の区分は無意味であり、鉄道は
鉄道、バスはバスである。この前提条件の違
いが情報提供のギャップの根幹として指摘
できる。 
バスマップを作成している団体は、マップ
の作成や印刷に関わる資金の確保が最大の
課題であった。バス事業者はバスマップの作
成に一定の理解を示しながらも新規の提供
の協力にまで結びつきにくい事例が多数あ
った。この点については、事業者や行政の理



解が得られることで安定的な資金の確保に
達している団体もあり、いかにしてバスマッ
プの重要性についての理解が得られるかが
焦点となる。 
また、バス事業者が従来のバス路線図の提
供にとどまり、空間性を重視したバスマップ
の提供に踏み切らない要因として、バス交通
は鉄道交通よりも詳しい空間情報が必要と
されることを理解していないことや、バスマ
ップの作成には技術力が求められることな
どが明らかになった。前者については、空間
性をふまえたバスマップが利用者にとって
有用である点が理解されつつあり、バス事業
者や行政機関がバスマップを発行する事例
が増加しつつある。後者については、バスマ
ップ全体の作成は第三者に委託し、その後の
修正については自社で行うという手法をと
っている事業者の事例が参考になると考え
られる。ただし、資金調達がしにくい中小規
模の事業者にとっては困難である点も明ら
かとなった。 
公共交通の情報提供については、事前情報
としては、ホームページやスマートフォンア
プリによる情報提供が、事中情報については
これらにくわえ、デジタルサイネージや案内
板などが加わる。前者は路線や時刻、運賃な
どの情報が重視され、後者はそれらにくわえ
て、バスの乗り方や割引乗車券、乗換案内、
バス接近案内等など多様な情報が求められ
る。 
これらはほとんど各事業者が独自に作成
し、提供している。そのため、デザインに統
一感がないことが指摘できる。とりわけ、事
業者によって路線や時刻、運賃等の検索方法
が大きく異なり、それが「バスが利用しにく
い」というボトルネックの要因のひとつであ
る点が明らかになった。また、バスの利用方
法（前扉から乗車するのか、運賃は乗車時に
支払うのかなど）が地域によって異なるため、
他地域のバスの乗車方法についての案内が
必要であることも明らかとなった。これは、
特に観光客の利用時に大きな課題となる。 
デジタル情報を整備しても運転士や係員
等に対する質問が大幅に減少していなかっ
た。それは、アナログ特に口頭による案内に
対する利用者の安心感が背景にある。 
したがって、デジタルによるインフラの整
備だけに限定せず、公共交通の案内ガイドや
コンシェルジュの配置をくわえることによ
って公共交通の案内情報が有機的に機能す
ると考えられる。 
路線案内情報の掲示板や時刻表等の張り
紙、駅やバス停における乗り換え情報、車内
での案内などの表記に注目すると、これらも
事業者によって表現方法や内容が大きく異
なっている。これらの情報の表現方法の共通
化が図られることによって、公共交通の利便
性はより高まるといえる。くわえて、外国語
による案内表記も事業者ごとに異なってお
り、日本語による案内情報の共通化とともに

外国語表記の共通化も今後の課題として指
摘できる。 
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